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多治見市産業文化センター指定管理者公募要領 

 

多治見市では、多治見市産業文化センター（以下「センター」という。）について、平成 18 年

４月１日より多治見市産業文化センターの設置及び管理に関する条例（平成４年条例第 43号）第

３条に基づき指定管理者による管理運営制度を導入しています。 

現在の指定管理者の指定期間が、令和３年３月末をもって終了することから、以下の要領によ

り令和３年４月以降のセンターの管理運営（施設の管理運営及び事業の実施）を行う指定管理者

を募集します。 

なお、指定管理者制度については、この要領に定めるもののほか、次の法令等を参照してくだ

さい。 

① 地方自治法（昭和 22年法律第 67号。以下「法」という。） 

② 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号。以下「施行令」という。） 

③ 国家賠償法（昭和 22年法律第 125号） 

④ エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和 54年法律第 49号） 

⑤ 多治見市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成 16年条例第 26号。以

下「手続条例」という。） 

⑥ 多治見市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成 16年規則第

62号。以下「手続規則」という。） 

⑦ 多治見市産業文化センターの設置及び管理に関する条例（平成４年条例第 43 号。以下「設

管条例」という。） 

⑧ 多治見市産業文化センターの設置及び管理に関する条例施行規則（平成５年規則第３１号） 

⑨ 多治見市行政手続条例（平成９年条例第１号） 

⑩ 多治見市個人情報保護条例（平成８年条例第 25号） 

⑪ 多治見市個人情報保護条例施行規則（平成９年規則第４号） 

⑫ 多治見市情報公開条例（平成９年条例第 22号。以下「情報公開条例」という。） 

⑬ 消防法（昭和 23年法律第 186号） 

⑭ 建築基準法（昭和 25年法律第 201号） 

⑮ 多治見市公の施設等の使用料及び利用料金減免取扱規則（平成９年規則第 26号） 

⑯ その他管理運営に適用される法令等 

 

1 対象施設 

（１）名称   多治見市産業文化センター 

（２）設置日的 産業及び生活文化に関する事業の実施及び生活情報等の提供により、産業の振

興を図り、市民の生活文化の向上に寄与することを目的とする。 

（３）所在地  多治見市新町１丁目 23番地 

（４）施設概要 

沿  革  竣工    平成５年２月 

供用開始  平成５年４月 

構  造  鉄骨鉄筋コンクリー卜造 
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敷地面積   2,110.84㎡ 

建築面積   1,579.27㎡ 

延床面積  8，319.08㎡ 

施設内容  ５階：大ホール最大 900席（内・可動 360席）、主催者事務室、控室 

４階：多治見商工会議所（事務室、特別会議室、会頭室、相談室、研修室、

役員室、各種団体事務室） 

３階： 

 

 

       

２階：ミーティングルーム 10人 

起業支援ルーム９室、情報プラザ、会議室 16人、閲覧コーナー、 

打合せコーナー 

１階：イベントプラザ、管理事務所、附設店舗、自販機コーナー、 

エフエムたじみ 

地下：立体駐車場 36台（18台×4基中 2基使用可能、2基使用不可） 

   身体障碍者用駐車場 1台、平面駐車場 2台 

外構：駐輪場、植栽(３本、敷地内の植込み) 

その他：トイレ、更衣室、倉庫、湯沸、エレベーター、機械室等 

（５）利用実績 

①利用率 

年度 H28 H29 H30 

施設名 
開館日数（309） 開館日数（309） 開館日数（309） 

利用件数 利用率(%) 利用件数 利用率(%) 利用件数 利用率(%) 

大ホール 222 24.02 252 27.18 274 29.55 

主催者事務室 137 14.82 131 14.13 136 14.67 

イベントプラザ 228 24.67 358 38.61 337 36.35 

大会議室 1,076 30.29 941 25.37 962 25.94 

中会議室 1,269 35.72 1,377 37.13 1,330 35.86 

小会議室１ 1,397 38.93 1,435 38.70 1,333 35.94 

小会議室２ 1,344 39.32 1,377 37.13 1,263 34.06 

特別会議室 777 21.87 701 18.90 646 17.42 

和室 461 12.97 676 18.23 644 17.36 

ミーティングルーム 801 21.67 909 24.15 1,031 27.80 

全体（計） 7,712 - 8,157 - 7,956 - 

利用件数：大ホール（３区分）・会議室（12区分） 

利用率：大ホール＝利用件数／(３区分×開館日数)、会議室＝利用件数／(12時間×開館日数) 

※平成 28年度に関しては、会議室、和室の空調設備工事のため使用不可期間(12日間)があり 

大会議室 100人、 中会議室 60人、 

小会議室１ 30人、 小会議室２ 24人、 

特別会議室 16人、 和室 25人 
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②利用人数 

年度 H28 H29 H30 

総利用人数 55,168人 58,246人 62,099人 

 

③立体駐車場利用状況 

年度 H28 H29 H30 

利用台数 7,030台 8,270台 9,303台 

＊駐車場収容台数：36台 

 

（６）その他 

① ４階の多治見商工会議所（事務室、特別会議室、会頭室、相談室、研修室、役員室、各

種団体事務室）、２階の起業支援ルーム・情報プラザ・会議室・閲覧コーナー及び１階の

附設店舗・自販機コーナー・エフエムたじみについては、市が直接賃貸借契約又は使用

の許可を行い、賃料・使用料の徴収を行います。 

② その他、施設の詳細は別紙の平面図を参照してください。 

※1 階ハイビジョンシアタールームは機械の故障により現在使用されていません。倉庫

として利用しています。 

※2階情報センターとなっている部分がミーティングルームです。 

 

２ 管理の基準 

（１）開館時間 

ア 施設   午前９時から午後９時 30分まで 

イ 駐車場  午前８時 30分から午後 10時まで 

（２）休館日 

ア 施設   月曜日、12月 29日から翌年の 1月３日まで 

イ 駐車場  12月 29日から翌年の１月３日まで 

（３）開館時間及び休館日の変更 

指定管理者は、必要と認めるときは、あらかじめ市長の承認を得て、開館時間又は休館日を

変更、若しくは臨時に休館日を定めることができます。 

 

３ 指定管理者が行う業務 

（１） 利用許可に関すること 

（２） 利用料金の収受に関すること 

（３） 受付業務に関すること。 

（４） 施設の管理運営に関すること。 

（５） 施設及び設備の維持管理に関すること。 

（６） 次に掲げる事業について自主事業を実施すること。 

① 産業及び生活文化に関する事業 
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② 生活情報等の提供に関する事業 

③ 陶磁器産業の振興に関する事業 

④ 市民の生活文化の向上に寄与する事業 

（７） その他「多治見市産業文化センター指定管理者仕様書」のとおり 

 

４ 指定期間 

令和３年４月１日から令和８年３月 31日まで（５年間） 

 

５ 利用料金 

指定管理者は、利用者が支払う利用に係る料金を、自らの収入とすることができます。 

ただし、多治見市公の施設等の使用料及び利用料金減免取扱規則に規定する団体が利用した場

合には、減免後の料金を適用します。 

●過去の収入実績 

（１） 施設の収入                          （単位：円） 

区分 H28年度 H29年度 H30年度 平均 

施設利用料

収入状況 

利用料 6,307,220 8,326,200 8,913,870 7,849,096 

附属設備・冷暖房 1,763,530 1,945,060 2,319,630 2,009,406 

コピー・公衆電話 35,530 31,870 16,420 27,940 

計 8,106,280 10,303,130 11,249,920 9,895,756 

（２）駐車場の収入                          （単位：円） 

区分 H28年度 H29年度 H30年度 平均 

駐車場利用

料収入状況 

利用料 1,602,600 1,843,100 1,795,200 1,746,966 

回数券販売額 454,900 405,200 325,400 395,166 

計 2,057,500 2,249,000 2,120,600 2,142,366 

注）施設利用料計及び駐車場利用料は、減免額及び無料分を含みません。 

 

６ 申請資格 

（１）法人及びその他団体（以下「団体」という。）で、センターの管理運営能力を有している者

（個人での申請は不可） 

（２）申請者の制限 

次に該当する団体は、申請者となることができません。 

① 指定管理者の指定を請負とみなした場合に、法第 92 条の２、第 142 条（同条を準用する

場合を含む。）又は第 180条の５第６項の規定に抵触することとなる法人その他の団体 

② 施行令第 167条の４の規定により本市における一般競争入札の参加を制限される団体 

③ 当該団体の責めに帰すべき事由により、法第 244 条の２第 11 項の規定による指定の取消

しを受けた後２年を経過していない団体 

④ 国税又は地方税を滞納している団体（非法人にあっては、当該団体の代表者が該当する場

合を含む。） 
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⑤ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号

に掲げる暴力団及びそれらの利益となる活動を行う団体 

 

７ 公募要領の配布 

（１）配布場所 

多治見市役所経済部産業観光課（以下「産業観光課」という。） 

〒507-8703 多治見市日ノ出町２丁目 15番地 

電話番号      0572-22-1252（直通） 

（２）配布期間 

令和２年６月１月（月）から令和２年６月 30日（火）まで。ただし、土日を除く。 

（３）配布時間 

午前９時から午後５時まで 

（４）配布方法 

上記配布場所にて配布します。この他、多治見市ホームペ一ジ（以下「ホームページ」と

いう。）からダウンロードすることもできます。 

（５）配布書類 

ア 多治見市産業文化センター指定管理者公募要領（本書） 

イ 多治見市産業文化センター指定管理者仕様書 

 

８ 現地説明会 

現場の状況等について説明会を開催します。参加を希望する団体は、令和２年６月５日（金）

までに産業観光課窓口にご連絡ください。なお、本現地説明会に参加しなくても、指定管理者の

指定申請はできます。 

（１）日時 

令和２年６月８日（月）午前１０時～午前１２時 

（２）場所 

多治見市産業文化センター ３階中会議室 

（３）内容 

施設の内容、設備等の操作方法 他 

※ 当日は応募に関する質問にはお答えしません。質問は、後記 10に基づき、書面にてご提

出ください。後日回答します。 

（４）その他 

参加人数は、１団体３人までとします。 

 

９ 資料の閲覧 

（１）閲覧資料 

ア 建築工事竣工図等 

イ 関係例規（ホームページで閲覧できます）等 

※ただし、個人情報が記載された資料等を除く。 
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（２）閲覧期間  

令和２年６月１日（月）から６月 30日（火）まで 

土・日を除く 

（３）閲覧時間 

午前９時から午後５時まで 

（４）閲覧場所 

産業観光課 

（５）留意事項 

ア 閲覧を希望する場合は、あらかじめ産業観光課へ連絡し、予約の上閲覧してください。 

イ 資料の持ち出しは禁止とします。なお、閲覧場所内における筆記、持ち込み機器等によ

る複写は可とします。 

ウ 本資料の中には、設計当初の内容のものもあり、変更されている個所があることに留意

の上閲覧してください。 

 

10 質問 

（１）提出期限 

令和２年６月 15日（月） 午後５時必着 

（２）提出様式 

任意様式 

（３）提出方法 

文書にて産業観光課へ持参又は郵送、ファクシミリ、電子メールのいずれかで送付してく

ださい。その際、連絡先（住所、氏名、電話番号、ＦＡＸ番号、メールアドレス）について、

必ず記載してください。また、口頭による質問は受け付けません。 

（４）回答方法 

質問の回答は質問者に文書にて回答します。また、提出期限までに提出されたすべての質

問及び回答については、６月 22日（月）までにホームページ上で公開します。 

 

11 申請の手続 

（１） 提出書類 

ア 指定管理者指定申請書（手続規則「別記様式第１号」） 

イ センターの指定期間内における管理業務に関する各年度の事業計画書及び収支予算書 

ウ 令和 2年度の事業計画書及び収支計算書又はこれらに相当する書類 

エ 平成 31年度の収支計算書、事業報告書又はこれらに相当する書類 

オ 平成 31年度の貸借対照表及び財産目録又はこれらに相当する書類 

カ 団体の役員名簿及び組織に関する事項について記載した書類又はこれらに相当する書類 

キ 現に行っている業務の概要、団体の従業員の数、資本の額その他の経営の規模及び状況

がわかるもの 

ク 法人にあっては登記簿謄本、非法人にあっては代表者の身分証明書 

ケ 定款、寄附行為、規約又はこれらに相当する書類 
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コ 手続規則第３条第１項第２号に該当していない旨を記載した誓約書（手続規則「別記様

式第２号」） 

サ 国税及び地方税に関して、滞納がないことを証明する書類(当該書類が官公署発行の証明

書である場合は、この公募要領の告示の日以後に交付されたものに限る。) 

シ センターの活性化を図るための提案書（仕様書４－（６）「自主事業の運営に関すること」

を参照してください。） 

（２）提出部数 

正本１部、副本 10部を提出すること。なお、提出書類は、やむを得ない場合を除き、原則

として日本産業規格Ａ４判とし、ファイル等に綴じて提出すること。 

（３）提出期間 

令和２年６月１日（月）から６月 30日（火）まで 

午前９時から午後５時まで（土・日を除く。） 

（４）提出方法 

直接、多治見市役所経済部産業観光課へ持参すること。郵送は不可とします。 

（５）申請・提案に関する費用負担 

申請・提案の際に要する費用は、申請者の負担とします。また、提出された書類は返却し

ません。 

（６）提案書の著作権及び公表 

提案書の著作権は提案者に帰属します。ただし、申請書類及び提案書等は、複写すること

ができるものとします。また、情報公開条例の規定等により開示又は公表することがありま

す。 

（７）申請書類東の修正 

申請書類等については、明らかな間違い、軽微な修正を除き、内容変更は認めません。 

 

12 指定管理者候補団体の選定 

（１）選定方法 

提出書類に基づき申請資格を確認の上、7 月中旬開催予定の多治見市産業・観光・駐車場

指定管理者候補団体選定及び評価委員会（以下「選定委員会」という。）において、プロポー

ザル方式により審査・選定を行います。なお、プロポーザル審査の詳細につきましては、後

日連絡します。 

（２）審査基準等 

   ア 提案全体について 

   イ 施設管理について 

   ウ 収支計画について 

   エ 申請団体について 

   ※審査項目及び配点は次のとおりです。なお、合計得点が６割に満たない場合は不合格と

なります。全ての申請団体が最低基準を満たさない場合、最高得点の団体は提案書を再

提出し、再度選定委員会の審査に付することができるものとします。 
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審査項目 配分点数 

ア 提案全体について(自主事業等について) 35 

① 社会ニーズ・地域ニーズに合致するものか。 5 

② 具体的で実現可能なものか 5 

③ 
センターの設置目的である産業振興・市民の生活文化の向上

に効果が期待できるか。 
5 

④ 
市民、関連団体等と連携を図り、中心市街地あるいはオリベ

ストリートの活性化に資するものか。 
5 

⑤ 施設利用率の向上あるいは来館者増加につながるものか。 5 

⑥ 効果的かつ積極的な周知・PRがなされるか 5 

⑦ 新規性は見られるか。 5 

イ 施設管理について     20 

① 施設管理の内容は適正か。 5 

② 施設利用者等への安全性に配慮がされているか。 5 

③ 施設管理の実施に当たり、環境に配慮がされているか 5 

④ 施設管理の実施に当たり、経費縮減が図られているか。 5 

ウ 収支計画について    15 

① 収入、支出の積算と事業計画の整合性は図られているか。 10 

② 収支予算書は適正であり、実現可能か。 5 

エ 申請団体について 30 

① 申請団体としての運営体制はどうか。（人員など） 5 

② 安定性・継続性はどうか。（財務内容、経営の安全性など） 5 

③ 企画・催事などのこれまでの実績及び今後への意欲はどうか。 5 

④ 個人情報保護など必要な措置はとられているか。 5 

⑤ 建物管理に必要となる知識、資格、実績を有するか。 10 

合計点数 100 

※上記審査項目について、提案書中のどこに記載されているかが分かるように、当該提

案書事項の末尾に『審査項目ア-①』、『審査項目ア-②』等と記載してください。 

 

（３）選定結果の通知 

選定委員会において、選定基準に基づき審査を行い、選定結果は、８月上旬を目途に申請

者全員に通知します。 

（４）選定結果の公表 

選定委員会の審査結果は、申請者の名称及び総合得点等をホームページ上で公表します。 

（４）その他の留意事項 

ア 選定委員及び関係市職員との接触の禁止 

申請予定者及び申請者は、選定委員会委員及び関係市職員と本件提案についての接触（現
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地説明会・面接等の正当な行為を除く。）を禁じます。接触の事実が認められた場合には失

格とすることがあります。 

イ 重複提案者等の禁止 

ひとつの団体が複数の提案をすることはできません。 

ウ 選定審査対象外 

次の事項に該当した場合は、審査の対象から除外します。 

① 提出書類に虚偽の記載があった場合 

② 本要領に違反し、又は著しく逸脱した場合 

③ 提出期限までに必要な書類が揃わなかった場合 

④ その他不正な行為があった場合 

 

13 管理に係る委託料 

（１）管理に係る委託料の額 

指定期間５年間の委託料の総額は 312,595千円（消費税及び地方消費税を含む。）以下とし、

収支予算書に記載された金額を参考に、協定で定めます。 

指定期間中の増額は認められませんので、留意の上、事業計画と収支予算を立案して下さ

い。 

参考：過去３年間の決算額 

年度 H28 H29 H30 

多治見市が支払った指定管理料 61,000,000円 59,890,909円 59,275,909円 

（２）経費の支払い 

会計年度（４月１日から翌年の３月 31日）ごとに指定管理者の請求に基づき四半期ごとに

前払いで支払います。支払いの時期、方法等は協定にて定めます。 

 

14 指定管理者の指定及び協定の締結 

（１）指定管理者の指定 

指定管理者の指定には、多治見市議会の議決が必要です。選定した指定管理者候補団体を

指定管理者に指定する議案を議会に提案し、議決されれば、市長が指定管理者に対して指定

の通知を行うとともに、その旨を告示します。 

（２）協定の締結 

市と指定管理者は、業務の内容及び管理の基準に関する細目的事項等について、申請時に

提出した事業計画及び書類審査及び選定委員会において明確化した事項に基づいて協議の上、

協定を締結します。 

 

15 業務開始前に管理の実施が困難になった場合における措置 

（１）申請の辞退・選定結果通知後の辞退 

申請者が申請を辞退するときは、必ず産業観光課に辞退届を提出してください。選定結果

通知後に辞退することは、理由の如何にかかわらず認められません。万一、選定結果通知後
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に辞退した場合、市が被った損害について、賠償請求をすることがあります。 

（２）指定の取消し 

指定管理者の業務開始前までの期間に、指定管理者候補団体として選定された団体又は指

定管理者（以下「指定管理者等」という。）が、次の事項のいずれかに該当した場合は、指定

管理者候補団体としての決定又は指定管理者の指定を取り消すこととします。 

取消しとなった場合は、前記 13の申請者の順位付けにおいて第２位に決定した申請者を指

定管理者候補団体として選定することとします。（第２位の申請者について同様の事態が発生

した場合は、第３位以降の申請者について順次同様に取り扱うこととします。） 

ア 多治見市議会において指定に係る議案が否決されたとき 

イ 指定管理者等が倒産し、若しくは解散したとき又は社会的に非難される事件を起こした

とき 

ウ 資金事情の悪化等により、業務の履行が確実でないと認められるとき 

エ 指定管理者等が提出した書類に虚偽の記載があることが判明したとき 

オ 正当な理由なくして協定の締結に応じないとき 

カ 要領に定める申請資格を失ったとき又は申請資格がないことが判明したとき 

キ その他指定管理者に指定することが不可能となったとき又は著しく不適当と認められる

事情が生じたとき 

 

１６ その他（留意事項） 

（１）管理業務等を継続することが適当でないと市長が認めるときは、市長は指定を取り消すこ

とができます。この場合、指定管理者の損害に対し市は賠償しません。また、取消しに伴う

市の損害について、指定管理者に損害賠償を請求することがあります。 

（２）指定管理者として指定された後、指定期間開始前に、責任者就任予定者及び従事予定者に

対して、一定期間センターにて研修並びに事務及び事業の引継ぎを行います。なお、令和 3

年３月 31日以前に引継ぎに要した費用は、全て指定管理者として選定された団体の負担とし

ます。 

 

１７ 問い合わせ先 

多治見市役所経済部産業観光課 

〒507-8703 多治見市日ノ出町２丁目 15番地 

電話番号     0572-22-1252（直通） 

ファクシミリ番号 0572-25-3400 

Ｅ－ｍａｉｌ   sangyokanko＠city.tajimi.lg.jp 


